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行うことは差し支えない。 

なお、同行支援加算の算定対象となる外出を伴う支援は、あくまで障害者の理

解力や生活力等を補う観点から、利用者が地域で自立した生活を継続していくた

めに必要な情報提供や助言等の支援を行うものであり、外出のための直接的な介

助や余暇活動への付き添い等については、算定の要件を満たす支援とはならない。 

 

（福祉専門職員配置等加算） 

問68 地域生活支援員が、同一法人の他の事業所の業務を兼務し、勤務した時

間数の合計が常勤の時間数に達している場合、福祉専門職員配置等加算は

どのように算定するのか。 

（答） 

複数事業所を兼務する常勤の直接処遇職員については、１週間の勤務時間の２

分の１を超えて当該事業所の直接処遇職員として従事する場合に、常勤の直接処

遇職員（１人）として評価されたい。 

 

（３）共同生活援助 

（日中サービス支援型の基本報酬） 

問69 日中サービス支援型指定共同生活援助と併せて日中活動サービスの支給

決定を受ける利用者が、日中活動サービスを毎日利用することはできず、

日によって共同生活住居で過ごす場合の基本報酬はどのように算定するの

か。 

（答） 

 日中サービス支援型指定共同生活援助は、日毎に異なる報酬区分を算定するこ

とが可能であるため、障害支援区分３以上の利用者であれば、グループホームに

おいて日中支援を行う日は「日中サービス支援型共同生活援助サービス費」を算

定し、日中活動サービスを利用する日は「日中を当該共同生活住居以外で過ごす

場合」の報酬単位を算定することになる。 

また、当該利用者が日中活動サービスの利用予定日に利用できず、共同生活住

居で過ごした場合も、「日中サービス支援型共同生活援助サービス費」を算定する

こととなる。 

 なお、障害支援区分２以下の利用者については、日中活動サービス等の利用を

基本とすることから「日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合」のみ報酬単位

が設定されており、当該利用者が日中活動サービスの利用予定日に利用できず、

共同生活住居で過ごした場合は、日中支援加算(Ⅱ)を算定することとなる。なお、

この場合、日中サービス支援型指定共同生活援助は常時の支援体制を確保するも

のであることから、日中支援従事者の加配を要しないものとする。 
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（看護職員配置加算） 

問70 看護職員配置加算は、指定事業所単位で、常勤換算方法により１人以上

を配置すれば、すべての利用者に当該加算を算定できると解してよいか。

例えば、複数の共同生活住居を１つの事業指定を受けて運営する場合、全

ての利用者に70単位／日が算定されると解してよいか。 

（答） 

看護職員配置加算は、専ら共同生活援助事業所の職務に従事する看護職員を、

常勤換算方法で１人以上配置する場合に、利用者全員に算定することが可能であ

る。 

ただし、複数の共同生活住居を有する場合は、適切な支援を行うための人員を

確保する観点から、常勤換算方法により、看護職員の員数が１以上かつ利用者の

数を20で除して得た数以上の看護職員を配置するものとする。 

 

（夜間職員加配加算）  

問71 日中サービス支援型共同生活援助（１住居10名×２）の場合、夜勤職員

は住居ごとに１名で計２名となるが、ここに１名を加配し合計３名の夜勤

職員を配置し、加配した職員が２つの住居を兼務した場合、20名の利用者

に対して加算が算定されるのか。 

（答） 

夜勤職員加配加算は、共同生活住居ごとに夜勤職員を１名以上追加で配置する

場合に算定するものであることから、加配した夜勤職員が別の住居の夜勤を兼務

することは認められない。 

 よって、質問の場合はいずれかの住居の利用者に対して算定することになる。 

 

（精神障害者地域移行特別加算） 

問72 精神障害者地域移行特別加算は、地域生活移行個別支援特別加算と同時

に算定できるのか。 

（答） 

 精神障害者地域移行特別加算は、精神科病院に１年以上入院していた精神障害

者に対して地域で生活するために必要な支援を行った場合に算定するものである

ことから、医療観察法に基づく指定入院医療機関を退院した精神障害者に対して

地域で生活するために必要な支援を行った場合に算定する地域生活移行個別支援

特別加算と評価の内容が重複するため、地域生活移行個別支援特別加算を算定す

る場合は精神障害者地域移行特別加算を算定することはできない。 
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（強度行動障害者地域移行特別加算） 

問73 強度行動障害者地域移行特別加算は、重度障害者支援加算と同時に算定

できるのか。 

（答） 

強度行動障害者地域移行特別加算は、障害者支援施設等に１年以上入所してい

た強度行動障害のある者に対して地域で生活するために必要な支援を行った場合

に算定するものであることから、障害支援区分６の強度行動障害のある者等に対

して支援を行った場合に算定する重度障害者支援加算と評価の内容が重複するた

め、強度行動障害者地域移行特別加算を算定する場合は、重度障害者支援加算を

算定することはできない。 

 

（加算の算定期間） 

問74 精神障害者地域移行特別加算や強度行動障害者地域移行特別加算の算定

期間は、「入居してから１年間」なのか、それとも「退院・退所してから１

年間」なのか。 

   また、退院・退所後に、自宅での在宅生活や宿泊型自立訓練を経てから、

入居する場合の取扱いはどうなるのか。 

（答） 

 算定期間は「退院・退所してから１年間」となる。 

なお、自宅での在宅生活や宿泊型自立訓練を経てから、入居する場合であって

も、退院・退所してから１年以内であれば算定可能である。 

 

（加算要件の適用時期） 

問75 精神障害者地域移行特別加算や強度行動障害者地域移行特別加算につい

て、改定以前の時期に当該加算の要件を満たした利用者が入居している場

合は、加算を算定することが可能か。 

（答） 

当該加算は、障害者の地域移行を促進するため、平成 30 年度報酬改定におい

て創設されたものである。 

利用者に対する支援のみを評価するものではなく、現に障害者支援施設や精神

科病院等に入所・入院している者の受入れを評価するものであることから、平成

30年４月以降に要件を満たした場合に、加算の対象となる。 

 

 

 

 

 


